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また42年秋から翌春にかけ， 本会はユネスコの InternatinalBibliography of 































更し，年 1~2 回の刊行を続け，最近は国富論刊行200年 (12号， 52年)，経済学二次
















































































びその改善策の提案(木田橋喜代慎〉などが「経済資料研究J (7 ~9 ， 11号〉や他
誌に発表され，改革の検討が当面の命題となった。
50年の総会では「季報の改革について」を協議事項にとりあげ，同年8月には拡大
改革委員会(19名〉の討議，又51年の総会〈北大〉ではパネル討論「文献季報をめぐ
って」を行なって，改革問題についての会員機関の総意を方向づけるよう図った。こ
の後も編集内容では，主に外国文献の減量乃至削除の可否についての討議が続き，曲
析の末，当面は日本文献の充実に重点をおいて現行内容を続けることになった。
編集体制・組織では，編集センター引受機関の確保が一大問題となってきた。もと
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もと継続編集には編集センターの固定化が望ましいが，これは不可能のため，一年交
替の輪番制で6機関が約20年間センターを引受けてきた。しかし機関それぞれの事情
から引受機関の増加は望めず，かえって次第に減少し.53年には3機関となった。そ
こで少くとも 4機関輪番制を維持するため.54年センターを引受けた名古屋大と名古
屋学院大のような複数機関の共同センター制や，センター業務への個人参加制の組入
れを図るとともに，センター業務の軽減と今後の文献の累績を配慮して， コンピュー
タ利用を進める提案を.55年春，特別委員会報告が出した。この提案を検討し，現時
では57年度よりコンピュータ利用を始める具体的準備に着手している。
かくて創刊以来26年目の今夏，季報は100号を迎えた。今後もわが国の学術文献索
引誌のーっとしての使命を果す努力を続けようとしている。
創立30年を迎える 創立30周年を迎えた本会は，普通会員36機関，特別会員17名，
賛助会員7名を擁しわが国の主要大学の経済・経営学部と研究機関の資料部門を結
ぶ専問組織に成長した。この間，東西両部会を輸に専門分野の学術資料，二次資料，
ドキュメンテーション技術等の調査研究を行ない，又文献季報を始めとする種々の二
次資料の編集を通じて，会員機関の資料・情報活動と専門要員の質的向上を図ると共
に，これらの活動を通じて各機関の研究活動た寄与してきた。
このような本会の活動は，会員相互の協力と，資料活動に対する研究者の理解と協
力をその基盤としている。 100号を迎えた「経済学文献季報J.最近刊行の「日本経済
統計資料総合目録」などの二次資料や機関誌「経済資料研究」は，この協力活動の所
産であり，また今回.30周年記念事業として計画の「経済資料ハンドブック」の編集
もこれを基盤としている。
近時，情報活動の分野はますます複雑，多様化し，わが国学術情報の領域では新し
い流通システムの計画が進められている。一次資料の収集，組織化，提供を任務とす
る資料機関のネットワークと，相互協力による二次資料の作成を事業のーっとしてい
る本会は，その事業の責務を自覚すると共にこの新システムに大きな関心をよせてい
る。そして今後も常に，われわれは本会の組織，活動とその成果が，広くわが国経済
学界の研究活動に貢献するよう願うものである。(生島芳郎記〉
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